
大津市の公文書管理等の課題 

情報公開・個人情報保護審査会委員として見えてきたもの 
 

 前・大津市情報公開・個人情報保護審査会会長 

本多滝夫（龍谷大学教授） 

 



本日の内容 

大津市における公文書不存在の実例の紹介 

公文書管理の意義 

大津市における公文書管理の課題 

 公文書を作らせる 

 公文書を保管させる 

 公文書を公開させる 

 公文書管理条例の必要性 

 大津市公文書管理条例（仮）への期待・要望 

 



若干の前提 

 公開請求について不存在を理由とした非公開決定についての不服申立てにつ
いての所感 

 

 公文書のライフサイクル（作成・取得→保管→廃棄または移管）のうち作
成・取得→保管についての所見 

 

 審査会委員の経験を踏まえた個人の見解 

 



大津市における公文書不存在の実例の紹介 

 答申第21号（平成26年3月27日） 

 住民と市との会議の記録と会議へ向けた庁議の記録の不存在 

 会議は単なる住民に対する報告会で、記録を作成する必要はない？ 

 答申第34号（平成27年3月22日）・第42号（平成29年3月3日）・第56号（平
成31年3月12日） 

 大津市自治連合会総会の総会資料の不保有 

 組織共用文書として取得する必要はない？ 

 答申第59号（令和元年6月28日） 

 ハラスメントに関するセクハラ事案の当事者である職員を巻き込んで生じた庁内の混乱事
象に関する原記録 

 要望等記録兼報告書に概要がまとめられているので廃棄してよい？ 



公文書管理の意義 

 公文書管理法第１条 

 この法律は、国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事実の記録である公文書等が、健全
な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源として、主権者である国民が主体的に利用
し得るものであることにかんがみ、国民主権の理念にのっとり、公文書等の管理に関する
基本的事項を定めること等により、行政文書等の適正な管理、歴史公文書等の適切な保存
及び利用等を図り、もって行政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに、国及
び独立行政法人等の有するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全うされる
ようにすることを目的とする。 

 情報公開法との異同 

 国民主権にのっとり国の有する国民に説明する責務の全う（情報公開法第１条） 

 現在及び将来の国民に説明する責務（公文書管理法第1条） 

 国民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な行政の推進（情報公開法1条） 

 健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源として、国民が主体的に利用する（公文書管理
法1条） 



公文書を作らせる～作成義務の有無 

 大津市職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例（コンプライアンス条例）第4条 

6 職員等は、職務の執行における手続の明確化及び市政運営の透明化を図るために、施策の意思決定の
内容及び過程を適正に記録するよう努めなければならない。 

 同条例第9条 

1 職員等は、要望等を書面(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識できない方式で作
られた記録を含む。以下同じ。)以外の方法により受けたときは、その内容を記録しなければならない。
この場合において、当該記録をするに当たっては、不実又は虚偽の記載をしてはならない。 

2 要望等の記録に関し必要な事項は、執行機関等が定める。 

 同条例第12条 

1 職員は、第2条第3号エ又はオの不当要求行為があったときは、口頭その他適当な方法により速やかに
執行機関等に報告を行うものとする。 

2 前項の場合における不当要求行為の記録及び執行機関等に対する記録等の提出は、第9条及び前条の
規定にかかわらず、同項の規定による報告を行った後に行うものとする。 

 

 行政上の意思決定の内容・過程の記録（文書化）は、必要事項を除いて、原則として努力義務 



公文書を作らせる～文書と公文書（行政文書） 

 公文書管理法第4条 

 行政機関の職員は、第1条の目的の達成に資するため、当該行政機関における経緯も含めた意思決定
に至る過程並びに当該行政機関の事務及び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証することができ
るよう、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、次に掲げる事項その他の事項について、
文書を作成しなければならない。 

 一 法令の制定又は改廃及びその経緯 

 二 前号に定めるもののほか、閣議、関係行政機関の長で構成される会議又は省議（これらに準ずるものを
含む。）の決定又は了解及びその経緯 

 三 複数の行政機関による申合せ又は他の行政機関若しくは地方公共団体に対して示す基準の設定及びその
経緯 

 四 個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯 

 五 職員の人事に関する事項 

 この条文だけをみれば、ほとんどの行政上の意思決定に至る過程は文書化されるはず 

しかし 



公文書（行政文書）を作らせる～文書と公文書（行政文書） 

 公文書管理法第10条 

 １ 行政機関の長は、行政文書の管理が第四条から前条までの規定に基づき適正に行われることを確保す
るため、行政文書の管理に関する定め（以下「行政文書管理規則」という。）を設けなければならない。 

 ２ 行政文書管理規則には、行政文書に関する次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 作成に関する事項 

 二 整理に関する事項 

 三 保存に関する事項 

 四 行政文書ファイル管理簿に関する事項 

 五 移管又は廃棄に関する事項 

 六 管理状況の報告に関する事項 

 七 その他政令で定める事項 

 

 各行政機関の長が定める行政文書管理規則において、文書ではなく「行政文書」として作成
すべき事項の範囲が決定される 

 「文書」として作成されても、「行政文書」（組織的共用文書）とならない場合がある 



公文書を作らせる～文書と公文書（行政文書） 

 行政文書管理に関するガイドライン（2017年12月改正） 

 第３ 作成 

 ３ 適切・効率的な文書作成 

 (2) ○○省の外部の者との打合せ等の記録の作成に当たっては、○○省の出席者による確認を経ると
ともに、可能な限り、当該打合せ等の相手方（以下「相手方」という。）の発言部分等についても、
相手方による確認等により、正確性の確保を期するものとする。ただし、相手方の発言部分等につ
いて記録を確定し難い場合は、その旨を判別できるように記載するものとする。 

 各行政機関の外部の者との打合せ等の記録については、文書を作成する行政機関の出席者による確認を経る
とともに、可能な限り、当該打合せ等の相手方（以下「相手方」という。）の発言部分等についても、相手
方による確認等により、正確性の確保を期するものとしている。各行政機関の長が定める行政文書管理規則
において、文書ではなく「行政文書」として作成すべき事項の範囲が決定される。 

 

 「確認」の過程で相手方の発言が削除または修正される可能性がある。 

 「文書」として作成されても、「行政文書」とならない 



公文書を保管させる～文書の保有状態 

 大津市情報公開条例第2条 

 2項 この条例において「公文書」とは、実施機関の職員…が職務上作成し、又は取得し
た文書、図画及び写真…並びに電磁的記録…であって、当該実施機関の職員が組織的に用
いるものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。 

 いわゆる「組織的共用文書」 

 作成した文書 

 組織的な内部検討に付された時点以降のものであって、当該組織において利用可能な状態で保有
されているもの 

 取得した文書 

 組織で共用するものとして受領した時点以降のものであって、当該組織において利用可能な状態
で保有されているもの 

 共同利用可能状態の有無、取得意思の有無によって「公文書」の範囲が決まる 



公文書を保管させる～保存期間の区分け 

 大津市文書取扱規程第32条 

 １ 文書の保存期間は、永年、10年、5年、3年及び1年とする。 

 ２ 前項に規定する保存期間は、文書保存期間標準表（別表）及び文書分類表の定めると
ころによる。ただし、文書管理所管課長は、主管課長等の要請に基づき、又は自ら必要の
あると認めるときは、主管課長等と協議をして保存期間を伸縮することができる。 

 文書保存期間標準表別表 

 １年 

 各種日誌その他これらに類する文書 

 事務事業の補助的なもの及び軽易な文書で、１年を超えて保存する必要がないと認められる文書 

 

 「１年を超えて保存する必要がないと認められる」～同義反復的な定義 

 



公文書を保管させる～保存期間の区分け 

 大津市文書取扱規程第32条 

 １ 文書の保存期間は、永年、10年、5年、3年及び1年とする。 

 ２ 前項に規定する保存期間は、文書保存期間標準表（別表）及び文書分類表の定めると
ころによる。ただし、文書管理所管課長は、主管課長等の要請に基づき、又は自ら必要の
あると認めるときは、主管課長等と協議をして保存期間を伸縮することができる。 

 

 訓令（行政内部基準）にすぎない 

 文書保存期間標準表（別表）における保存期間区分の適正さの管理 

 文書の分類当てはめ、文書の保存期間区分の当てはめの適正さの監督 



公文書を公開させる 

 大津市情報公開条例第11条 

 2 実施機関は、公開請求に係る公文書の全部を公開しないとき(前条の規定により公開請
求を拒否するとき、及び公開請求に係る公文書を保有していないときを含む。)は、公開
をしない旨の決定をし、公開請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

 

 職員が保有していても組織的共用文書でなければ非公開 

 職員が記憶していても文書でなければ非公開 

 

 「情報公開」条例という名称にもかかわらず、「保有公文書」公開条例となっている 

 廃棄公文書を含む不存在公文書については審査会において事情徴収を通じて記載されていた情報
を答申に復元する試み 



公文書管理条例の必要性 

 公文書管理法第34条 

 地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、その保有する文書の適正な管理に関して必要な施策
を策定し、及びこれを実施するよう努めなければならない。 

 努力義務だから、管理を法制化しなくてもよい、条例化しなくても訓令でも構わない 

 条例化の必要性 

 住民の「知る権利」の法的な根拠となる 

 大津市情報公開条例第1条 「いわゆる市民の知る権利を尊重し」 

 上記の「権利」に対応して、公文書の作成・保管を職員の法的な義務とする 

 職員の執務の便宜のためだけに作成・保管されているものではない 

 公文書の管理・保管、廃棄・移管に関するルールに対する議会による統制・制御が可能となる 

 細部のルールを執行機関に委ねるとしても、その基準を定めたり、運用を監視したりする手掛かりとなる 

 

 



大津市公文書管理条例（仮）と情報公開条例改正への期待・要望 

 公文書の不存在をなくす 

 組織共用性要件の削除または緩和 

 職務上作成し、取得した文書はすべて公文書 

 物理的な共用状態だけでなく、機能的な共用状態の趣旨に 

 作成すべき文書の種類・保存期間の基本ルールの条例化 

 「軽微なものの除外」を除外しない 

 執行機関内部の協議（上司に対する説明・報告を含む）に関する記録の作成と資料のファイ
リング 

 住民への説明会の記録も公文書化 

 執行機関に委ねる公文書作成に関する指針の制定・運用に対する監視 

 第三者委員会への諮問 

 議会への報告 

 

 

 

 



大津市公文書管理条例（仮）への期待・要望 

 文書不存在への対応措置  

 実施機関に文書を作成・復元させる義務を負わせる 

 情報公開・個人情報保護審査会における事情聴取による「作成」「復元」 

 公認された「捏造」？（金井利之） 

 不存在を理由とした非公開決定にかかる理由の詳細化 

 理由において当該公文書を作成しまたは取得したか否かを明らかにするとともに、作成・取得し、保有
に至ったときはそれを廃棄した時期および理由を明らかにすべき 

 懲戒事由として明文化 

 人事院「懲戒処分の指針について」（ただし不作成は含まず） 

 なお改ざんについては刑事罰化も考える余地がある 

 政治（家）主導に対する職員の「忖度」の防止 

 執行機関に対する説明・報告、これに対する執行機関の見解等、職員の対応の記録化 

 公職者の関係者との接触の記録化と公開 コンプライアンス条例第10条第2号の運用 

 



ご清聴ありがとうございました 

大津市の公文書管理等の課題 

情報公開・個人情報保護審査会委員として見えてきたもの 

 

 前・大津市情報公開・個人情報保護審査会会長 

本多滝夫（龍谷大学教授） 

 


